
ネットワークネットワーク

音声

固定 ＮＴＴ
ＫＤＤＩ（旧ＤＤＩ）

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（旧日本ﾃﾚｺﾑ）

インターネット

固定 移動

ＩＳＰ

Cisco, Juniper 等

Apple, Google, RIM, Nokia 等

Acer, Asus, HP, Dell 等

Samsung 等

Amazon, Yahoo 等

Apple, Google, Nokia 等

Google, Yahoo, Microsoft 等

Facebook, Salesforce.com 等

電話、Ｆａｘ

携帯

パソコン

テレビ

交換機

ルータ サーバ

国内通信キャリア

電話

多様なグローバルプレイヤー

¥¥¥¥¥¥¥¥¥

¥¥¥¥¥¥¥¥¥

プレイヤープレイヤー 国内の通信キャリア国内の通信キャリア
国内の通信キャリアだけでなく、

海外のグローバル
プレイヤーを含め多くのプレイヤーが割拠

国内の通信キャリアだけでなく、
海外のグローバル

プレイヤーを含め多くのプレイヤーが割拠

1990年代 2000年代

市場市場 ネットワークサービス（電話）ネットワークサービス（電話） コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（ＩＰ化、ブロードバンド化）

コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（ＩＰ化、ブロードバンド化）

電子商取引

コンテンツ配信

ポータル・検索

ブログ・SNS、SaaS等

コンテンツ・アプリ

コンテンツ・
アプリケーション

コンテンツ・
アプリケーション

端末端末

情報通信分野は、ＩＰ化・ブロードバンド化・グローバル化といったパラダイムシフト（構造転換）が進展

情報通信市場のパラダイムシフト（参考資料１）
NTT東西回答（参考資料）



ＮＧＮ

事業者はそれぞれ独自のＩＰネットワークを自ら構築

光、ｺﾛｹｰｼｮﾝ等の素材
はオープン化済み

電柱・管路は
オープン化済み

ＯＮＵＯＮＵＯＮＵ

電柱・管路 加入光

中継ルータ

ＯＬＴ

収容ルータ

中継ルータ

ＯＬＴ

収容ルータ

中継ルータ

ＯＬＴ

収容ルータ

コロケーション

中継光

コロケーション

サービス提供事業者
設備構築事業者

サービス提供事業者
≪ＮＴＴ東西≫
設備構築事業者

サービス提供事業者
自前ＩＰ網自前アクセス・ＩＰ網

緑色網掛け部は
オープン化している
当社設備

ＫＤＤＩ、ＣＡＴＶ（Ｊｃｏｍ等）、
電力系（ケイ・オプティコム、ＳＴＮｅｔ等）

ＫＤＤＩ、ソフトバンク、
イー・アクセス、ＵＣＯＭ 等

アクセス回線のオープン化により、ネットワーク
にボトルネック性はない

ＫＤＤＩ、ソフトバンク、
イー・アクセス、ＵＣＯＭ 等

ＫＤＤＩ、ＣＡＴＶ（Ｊｃｏｍ等）、
電力系（ケイ・オプティコム、ＳＴＮｅｔ等）

（参考資料２）

・光ファイバや局舎、電柱・管路等のオープン化により、ＫＤＤＩ、ＣＡＴＶ、電力系事業者等の各社は
独自のＩＰネットワークを構築。
・ＮＧＮは他社ＩＰ網と同様、ルータ等の装置を自前で調達し、オープン化されているコロケーションや
中継光ファイバといった素材を組み合わせて構築しているに過ぎない。
・アクセス回線のオープン化により、アクセス回線とネットワークは切り離されており、ＮＴＴ東西のＮ
ＧＮにボトルネック性はなく、指定設備から除外すべき。



ＮＧＮは多様なネットワークの一つに過ぎない

ＮＴＴ東西
電話網

（約６，３００万契約）
《ピーク時》

ＮＴＴ東西
電話網

（約３，５００万契約）

直収電話 （約４３０万契約）

ＣＡＴＶ （約５７０万契約）

ＪＣＯＭ 地域系ＣＡＴＶ

ＫＤＤＩ
ソフトバンクＮＴＴコム

（出典） 携帯電話・PHS、WiMAXはTCA公表値 H23.5末時点

それ以外は総務省公表値 H22.12末時点（NTT東西電話網のピーク時はH10.3末時点）

ＦＴＴＨ （約１，９８０万契約）
ＮＴＴ東西

ＮＧＮ ＫＤＤＩ
電力系事業者

携帯電話・ＰＨＳ （約１．２億契約）

ＮＴＴドコモ
ＫＤＤＩ

ソフトバンク

イーアクセス

ＭＶＮＯ

ウィルコム

ＵＱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

ＷｉＭＡＸ （約１００万契約）

お
客
様
は
自
由
に
選
択

通信市場

全体で競争

（参考資料３）

・ＰＳＴＮの移行先は当社ＮＧＮだけでなく、携帯電話を含め、各事業者の自由な競争とお客様の選
択によって決まるもの。

・当社のＮＧＮは多様なネットワークの一つに過ぎず、ＰＳＴＮの移行先の統合中継網となるわけでは
ない。



ＩＰ時代の競争構造は電話時代と大きく変化

・ＰＳＴＮ時代は、当社の固定電話サービスと、その固定電話網をアクセス網として利用する中継事
業者の電話サービスとの料金競争が進展。

・ＩＰ時代においては、当社ＮＧＮに依存することなく、自らが構築したＩＰ網でお客様を獲得するサー
ビス・料金競争へ大きく変化。

固定電話（ＮＴＴ東西）ユーザ 各事業者ユーザ
（約1,630万契約）

ＮＴＴ東西ユーザ

ＰＳＴＮ時代 ＩＰ時代

大きく
変化 ＮＴＴ東西

ＮＧＮ

中継事業者

ＮＴＴ東西

当社の固定電話網を
アクセスとした
料金競争

インターネット

電子商取引 ｺﾝﾃﾝﾂ配信 ﾌﾞﾛｸﾞ・SNSﾎﾟｰﾀﾙ・検索
Google,Yahoo 等 Amazon,Yahoo 等 Facebook,Salesforce.com 等Apple,Google 等

他社ＩＰ網他社ＩＰ網他社ＩＰ網他社ＩＰ網
・・・

・・・

ＩＳＰＩＳＰＩＳＰＩＳＰ ・・・

独自のＮＷ
によるサービ
ス・料金競争

（出典）契約数（FTTH,DSL,CATVｲﾝﾀｰﾈｯﾄ）は
総務省公表値 H22.12末時点

（参考資料４）



各通信事業者が提供する主なＩＰサービス

サービス名称 アクセス 最大速度

料金（税込）

ネット
ネット＋
電話

ネット＋

電話＋

テレビ

ＫＤＤＩ
auひかりホーム
ギガ得プラン

光 １G 5,460円 5,985円 6,510円

ケイ・オプティコム
eｏ光ネット

ホームタイプ※1
光 100M 4,900円 5,200円 7,900円

ＳＴＮｅｔ ピカラ光ねっと ホーム※2 光 250Ｍ 5,985円 6,930円 7,560円

Ｊｃｏｍ ウルトラ160Mコース
HFC

(光＋同軸)
160M 6,300円 － 9,500円

ソフトバンク ヤフーBB※3 メタル
(ADSL)

50M 5,794円 5,655円 7,635円

※１： 即割（２年間の最低利用を条件による割引）適用時の料金
※２： ネット＋電話＋テレビ：愛媛ＣＡＴＶの放送サービス（ミニコース）とピカラ光ねっと、ピカラ光でんわを同時利用の場合のセット割引後料金
※３： ネットのみ：電話加入権不要タイプ、 ネット＋電話：おとくラインタイプ、 ネット＋電話＋テレビ： おとくラインタイプ＋BBTV

（参考資料５）



当社の
取組み

H18年度Ｈ17 H19年度 H20年度年度

▲3月
概要公表

▲7月
ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
自主公表

▲12月
ＮＧＮショールーム（来場者数：約30,000人）

■商用サービス
▲11月
事業者説明会

（7回、381社、901人）

▲3月
ＮＧＮ商用サービス開始

▲3月 多種多様なパートナーとＮＧＮを活用した
サービス開発・事業化の共創を目指す

（参加登録数：法人約480社、個人約870人）

▲10月
ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
開示

▲12月
ﾄﾗｲｱﾙ開始（SNI/UNI：18社、NNI：15社）

▲12月

▲2月 ▲5月
ＮＧＮ連絡会議で関係事業者様等と意見交換
（15回、23社参加）

IGS接続：29社
ISP接続：54社
SNI接続：3社

■フィールドトライアル

■次世代サービス共創フォーラム

ＮＧＮ
接続
ルール
の整備

▲3月
審議会
答申

▲10月諮問

▲12月
研究会
報告

▲5月

▲11月
接続約款認可
（接続箇所、技術的条件）

▲1月
接続料金
認可申請

■ＮＧＮに係る接続ルールの在り方について
■ＮＧＮの接続料算定等に関する研究会

・収容局接続機能（利用なし）

・ＩＧＳ接続機能（２９社が利用中）

・中継局接続機能（東西間以外の利用実績なし）

・イーサネット接続機能（－）

（計９回）

■ＮＧＮに係る活用業務認可手続き

（計９回）

▲10月申請 ▲2月認可

ＮＧＮにおけるオープン＆コラボレーションの取り組み（参考資料６）

・国際的な標準化動向やお客様ニーズ等を踏まえるとともに、多様なプレイヤーとの協業も含め、より多くのお客様に多彩なサー
ビスをご利用いただけるネットワークを目指し、自主的にオープン化を推進。

※フィールドトライアルの実施 ・ＮＮＩ、ＳＮＩ、ＵＮＩといったインタフェースの自主的開示 ・次世代サービス共創フォーラム

・ＮＧＮの接続ルールは、情報通信審議会等で各事業者様の意見等も踏まえ十分にご審議いただき、アンバンドル機能ごとの接
続料を設定。



サービスの多様化や品質の確保はコアネットワークで実現

サ
ー
ビ
ス

ア
ク
セ
ス
設
備

光
フ
ァ
イ
バ

コ
ア
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
＋
営
業

ルータ・
サーバ

OSUONU

サービス（電話、映像通信、データ通信、インターネットアクセス等）のための機能を提供
〔通信制御、セキュリティ、ユーザサポート、保守監視等〕

物理的な局外設備の提供（局外光ファイバ）

〔保守、管理等〕

ルータ・
サーバ

OSUONU

※８ユーザ分のデー
タを多重して１芯
に乗せて伝送

１芯

OLT

OLT

スプリッタ

（参考資料７）

・シェアドアクセス方式は、ＧＥ－ＰＯＮを用いて、１芯の光ファイバに様々なサービスのパケットを多
重して複数のユーザにサービス提供できるようにする仕組み。

・サービス提供会社はそれぞれ、ＯＳＵを専用することで、１芯を自由に使えるため、自由なサービス
展開が可能。

・各社は自社のネットワーク側の制御機能により優先呼／ベストエフォート呼を適切に制御すること
で、低廉かつ多様なサービスを実現。



Ｃ社

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

溢れたパケットはサービスに
関係なく廃棄する

パケット廃棄により、帯域確保サービス・ベスト
エフォートサービスの全サービスの通信が途絶

事業者
振り分け

装置

１Ｇ

Ａ社

Ｂ社

Ａ社

優先・非優先
に関わらず
均等にﾊﾟｹｯﾄ
破棄

ソフトバンク殿等が共用実験で使用した振り分け装置を
使用する場合の問題点

200M
Ａ社ユーザ

Ｂ社ユーザ

Ｃ社ユーザ

地デジが映らない

携帯が繋がらない

１Ｇなのに遅い

100M

１Ｇ

WiFi／フェムトセル（０９０）

0ABJ-IP電話 地デジインターネット

インターネット

（ベストエフォート） （帯域確保サービス）

（ベストエフォート）

インターネット

（ベストエフォート）

0ABJ-IP電話

（帯域確保サービス）

Ｃ社

各社ネットワーク

均等

（参考資料８）

・ソフトバンク殿等が共用実験で利用した振り分け装置は、公平制御を優先して、優先／ベストエフォートに
かかわらずパケットを破棄することから、１Ｇを超えるトラヒックが流入した場合は、優先クラスのパケットも
破棄され、品質が確保されないことになるため、フレッツ光の帯域確保サービス（ひかり電話、地デジ等）
の提供ができなくなる。

・ベストエフォートも公平制御の対象となるため、１Ｇの高速サービスを提供しようとしても、地デジＩＰ再送信
を提供していると実質１Ｇの速度が出ないことから、高速ベストエフォートサービスの提供もできなくなる。



・帯域確保サービスは多様なサー
ビスを提供したい

・インターネット接続（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）
は最大200Ｍとし、混雑時でも10Ｍ
出るようにしたい

Ａ社

・帯域確保サービスは電話だけでよ
い

・インターネット接続（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）は
最大100Ｍとし、多くのユーザを収
容したいので混雑時は1Ｍでよい

・帯域確保サービスは不要

・インターネット接続（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）
は最大1Ｇとしたい

Ｂ社 Ｃ社

サービス
ポリシー

帯域の
割当て

0ABJ-IP電話

映像

データ通信

インターネット接続10M/ﾕｰｻﾞ

（混雑時の最低ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ）

0ABJ-IP電話

インターネット接続1M/ﾕｰｻﾞ
（混雑時の最低ｽﾙｰﾌﾟｯﾄ）

インターネット接続のみ

各事業者間で異なるサービスポリシーを刷り合わせることは困難

全ての帯域をインターネット
接続で利用したい

多くのユーザを収容するため、混
雑時のｽﾙｰﾌﾟｯﾄは1Mでもよい

混雑時でも10Mのｽﾙｰﾌﾟｯﾄ
が出るよう帯域が欲しい

合わない 合わない

（参考資料９）

・サービスポリシーは、どのようなサービスにどのような品質、価格帯で提供していくのか等、事業者の
サービス戦略そのものであり、新サービスの提供の都度、変化していくもの。

・ＯＳＵを共用すると、各事業者のサービスポリシーを刷り合わせる必要があるが、そもそも事業者間
で異なるサービスポリシーを調整するのは困難。

・事業者間でサービスポリシーを統一すること自体、サービスが均一化し、サービス競争を否定。



新サービスの迅速な提供が困難 （将来のイノベーションを阻害）

H13年～ H14年～ H15年～ H16年～ H17年～ 今後

【光アクセスの推移】

サービス導入以降複数回に渡り変更（ＯＳＵ３種類、分岐方式２種類、スプリッタ２種類）

ONU

局内×8PC 局外×4

SLT

①ファミリー

B-ONU

局内×8
PC

局外×4

②ニューファミリー
【B-PON方式に変更】

局内×4
PC

局外×8

GE-ONU

④ハイパーファミリー
【GE-PON方式に変更】

局内×4局外×8

GE-ONU

⑤ハイパーファミリー
【波長多重方式の映像ｻｰﾋﾞｽ追加】

局内×4
PC

局外×8

B-ONU

③ニューファミリー
【分岐方式の変更】

SLT～ONU  10Mbps

B-OSU～B-ONU  600Mbps

B-OSU～B-ONU  600Mbps

GE-OSU～GE-ONU 1Gbps

GE-OSU～GE-ONU 1Gbps

速度UP 速度UP

B-OSU

V-OSU

B-OSU GE-OSU

速度ＵＰや新サービスは
装置の置き換え等

により実現

新サービス値下げ

H22年～

⑥ONUの設定変更
【２００Mサービス】

速度UP

地デジ

３Ｄ放送

ＢＳデジタル

GE-OSUV-ONU

（参考資料１０）

・ＯＳＵ／ＯＮＵ等は、新サービス提供、サービスの拡張に伴い逐次分岐方式や機能拡充等を行って

きた。

・今後も速度アップや新サービスの提供にあたり、ＯＳＵ／ＯＮＵ等の変更が必要になると想定。

・したがって、現時点におけるＯＳＵ／ＯＮＵや分岐数を固定的に捉えＯＳＵ等を共用することは、速

度アップや新サービスの提供が困難となり、お客様利便の向上に支障が生じる。



故障対応等のお客様サービスレベルが低下

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ
ｼｽﾃﾑ

関係事業者間で
の連絡が生じる
関係事業者間で
の連絡が生じる

故障による異常信号故障による異常信号

SP

OLT
装置

ONUONU

ONUONU

PKG
全
ユ
ー
ザ
通
信
断

故障復旧

全社に
コンタクト
（当社）

全社に
コンタクト
（当社） 各社と連携

して故障切分け
各社と連携

して故障切分け

原因の除去
（原因事業者）
原因の除去

（原因事業者）

復旧措置復旧措置

各社と
連携して故障
原因を特定

各社と
連携して故障
原因を特定

各
手
順
の
積
み
重
ね
で
時
間
が
か
か
る

事業者間で光ファイバ等を共用する場合1社で光ファイバ等を利用する場合

・ある事業者のユーザのＯＮＵ故障による異常
信号で、ＯＬＴ（ＯＳＵパッケージ）が故障

・全ユーザの通信が途絶

・複数社のＯＮＵが混在していると故障原因の
特定に時間がかかり、故障復旧が長時間化す
る。その間故障が発生していない他の事業者
のユーザも通信途絶が生じる。

SP

・
・
・
・
・
・
・
・

事業者
振り分け
装置

IP網

故障発生

故障復旧

す
べ
て
一
元
対
応
の
た
め
迅
速
に
回
復

故障切分け故障切分け

原因特定原因特定

復旧措置復旧措置

故障発生

（参考資料１１）

複数事業者のＯＮＵが混在することにより、故障切分けや故障原因の特定、故障復旧等に時間を要
すこととなり、特に、障害時に早急な回復が必要なひかり電話等については、致命的なお客様サービ
スレベルの低下となる。



・振り分け装置の開発・導入（８～９千台程度）
・共用帯域制御サーバの開発・導入
・オペレーションシステムの開発・導入
・各装置間の伝送路の構築 等

膨大な費用が発生

新たな制御用ネットワークを構築

振り分け
装置

振り分け
装置

振り分け
装置

振り分け
装置

・・・ オペレーション
システム

ＯＳＵ

ＯＳＵ

ＯＳＵ

ＯＳＵ

・・・

Ａ社

SIP
サーバ

Ｂ社

SIP
サーバ

Ｃ社

SIP
サーバ

共用帯域
制御サーバ

優先制御を優先する振り分け装置を新たに開発・導入したうえで、各社のＩＰ
ネットワークのパケットを一元的にコントロールする仕組みを構築する場合

（参考資料１２）

・事業者振り分け装置部分で当社／他社双方のトラヒックを管理（帯域管理、受付制御）する共通の
制御サーバを設置し、かつ優先制御付の事業者振り分け装置を導入すれば、理論的には、フレッツ
光の帯域確保サービス（ひかり電話・地デジ等）の提供が可能。

・ただし、ＮＧＮや他社網の下部に別の制御用のネットワークを新たに開発・構築することになるため、
ＮＧＮをもう一つ構築するのに匹敵する膨大な費用がかかる。



ＮＧＮにおける帯域制御の仕組み①

収容ルータ

帯域管理サーバ
（SIPサーバ）

ＮＧＮ
OSU

SP

①新規通信要求

ＢＥ 優先 優先ＢＥ ＢＥ 優先ＢＥ優先

優先

優先

優先 優先優先 ＢＥ ＢＥＢＥ

ＢＥＢＥ

光ファイバ

②帯域管理、受付制御③優先制御

帯域確保ｻｰﾋﾞｽ

・電話 ●ｃｈ通話中
・地デジ Max●ｃｈ
・テレビ会議 Max●対地
・映像ｻｰﾋﾞｽ Max●M

帯域管理表

空き帯域 50M
・・・

空き帯域をみて、
受付制御を実施

（ 空き帯域がなけれ
ば受付けしない）

《入》

《出》

並び替え

帯域管理サーバによる受付
制御と収容ルータによる優先
制御により、サービス品質を
確保

優先 優先ＢＥ ＢＥ 優先ＢＥ

優先 優先優先 ＢＥＢＥ

廃棄廃棄

ＢＥ

廃棄

OSU毎に優先ｸﾗｽの利用状況を管理送られてきたパケットのフラグをみて、優先
クラスのパケットを先読出し

優先 優先優先 ＢＥ ＢＥＢＥ

（参考資料１３－１）

・帯域管理サーバ（ＳＩＰサーバ）で、ＯＳＵごとに帯域確保サービス（優先クラス）の利用状況を管理。

・ユーザからの新規通信要求時に、帯域の空き状況を確認し、空きがあれば受け付け、空きがなけれ
ば受け付けないよう帯域管理サーバで制御。

・収容ルータでは、送られてきたパケットのフラグをみて、優先クラスのパケットを先読出しすることで、
優先クラスの品質を確保。

・ＯＳＵは、収容ルータから送られてきたパケットを、そのまま１芯の光ファイバに多重してＯＮＵへ送る
だけ。



空き帯域
20M

空き帯域
20M

【実際の空帯域】 【帯域制御サーバの管理】
（自社ユーザのみ）

ＮＧＮ

【帯域制御サーバの管理】【実際の空帯域】

１社でＯＳＵ等を利用する場合 複数社でＯＳＵ等を共用する場合

一旦確保された帯域は、他ユーザの影響を
受けずに利用可。
一旦確保された帯域は、他ユーザの影響を
受けずに利用可。

A社ﾕｰｻﾞ

空き帯域10M

帯域確保中

新たな帯域確保要求（30M）

空帯域がないため受付しない

アクセス区間に
容量を超えるトラ
ヒックが流入

アクセス区間に
容量を超えるトラ
ヒックが流入

帯域確保中の全
ユーザにおいて
必要な帯域を確
保できなくなる。
（画面の乱れ等）

帯域確保中の全
ユーザにおいて
必要な帯域を確
保できなくなる。
（画面の乱れ等）

・
・
・
・

Ａ社網帯域確保中

空き帯域
50M

差異が発生

帯域制御
サーバ

・
・
・
・

・
・
・
・

ＮＧＮ

事
業
者
振
り
分
け
Ｓ
Ｗ

新たな帯域確保要求（30M）

空帯域があると思い受付

帯域制御
サーバ

帯域確保中

アクセス部分

ＮＧＮにおける帯域確保の仕組み②（参考資料１３－２）

例えば、ＮＧＮの帯域管理サーバでは、他社ユーザが利用中の帯域を管理できないため、当該サーバ
で認識している空き帯域と実際の空き帯域に差異が生じる。その結果、その芯線を利用中のお客様
全員の帯域が確保できなくなる。



（出典）総務省公表値及び当社調べ 2011.6月末時点

【東日本エリア】

【西日本エリア】

他社光
19.6％
（326万）

他社DSL
13.8％
（229万）

CATV
17.7％
（294万）

NTTーDSL
8.2％

（137万）

NTT光
40.7％
（676万）

西日本
ＮＴＴシェア
48.9%

【首都圏エリア】

他社光
15.3％
（183万）

他社DSL
15.1％
（180万）

CATV
18.9％
（225万）

NTTーDSL
4.6％
（54万）

1,191万

NTT光
46.1％
（549万）

※南関東１都３県
首都圏

ＮＴＴシェア
50.7%

【近畿圏エリア】

他社光
27.6％
（173万）

他社DSL
12.6％
（76万）

CATV
19.1％
（120万）

NTTーDSL
4.9％
（31万）

NTT光
36.4％
（229万）

近畿圏
ＮＴＴシェア
41.3%

※２府４県

東日本
ＮＴＴシェア
57.3%

他社光
11.7％
（208万）

他社DSL
15.2％
（270万）

CATV
15.7％
（280万）

NTTーDSL
7.6％

（135万）

NTT光
49.7％
（883万）

1,775万

627万 1,661万

固定系ブロードバンドサービスのシェア（2011年6月末）（参考資料１４）

・固定系ブロードバンドサービスは、光、ＣＡＴＶ、ＡＤＳＬによる競争

・熾烈な競争が展開され、ＮＴＴ東西のシェアは首都圏で５０％、近畿圏で４１％
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関西東海 北陸 中国 四国 九州・沖縄北海道・東北 関東・東京 信越

（出典）総務省公表値及び 2011.6末時点 ＮＴＴのシェアが50%を下回っている都府県

固定系ブロードバンド市場（光・ＣＡＴＶ）の都道府県別サービスシェア（参考資料１５）

（2011年6月末）

４７都道府県中の８府県で５０％を下回り、滋賀県・奈良県・徳島県では、NTTの光サービスの契約
数が他社光の契約数以下。三重県では、NTTの光サービスの契約数がＣＡＴＶの契約数以下。
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（2010年1月）

事業者との競争が激しい地域での光純増シェアの推移（参考資料１６）

（総務省公表値より）


